
所有者不明農地の利活用のための制度概要

共有者の一人が管理（固定資産税の納付等）をしている場合(機構法）

所有者が誰も分からない場合や共有者の中に反対者がいる場合（農地法）

所有者（共有者）の1人が市町に申出を行う

市町が農用地利用集積等促進計画(集積)の案を作成する

機構(市町)が農業委員会に所有者に関する情報の探索を要請する

農業委員会が所有者に関する情報を探索し、所有者の同意をとる

農業委員会が農用地利用集積計画等を公示（２か月）する [機構へ事前連絡]

農業委員会が機構へ通知する

機構が農用地利用集積促進計画（配分）を作成し、県知事へ認可申請する

農地中間管理機構への４０年以内の利用権設定

遊休農地 遊休化のおそれのある農地

農業委員会が所有者に関する情報を探索する

農業委員会が所有者不明である旨を公示（２か月）する [機構へ事前連絡]

農業委員会が機構へ通知する

機構が県知事へ裁定の申請を行う

県知事が申請があった旨を公告する

県知事が裁定する

農地中間管理機構への４０年以内の利用権設定

探索範囲は
配偶者・子等に限定

反対者あり 反対者が現れなかった場合

共有者の申出によらずと
も構いません
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探索範囲は
配偶者・子等に限定

県知事が農用地利用集積等促進計画（配分）を認可・公告する


